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内閣総理大臣認定適格消費者団体 

特定非営利活動法人京都消費者契約ネットワーク 

理事長 野々山宏（京都産業大学法務研究科教授） 

〒６０４－０８４７ 京都府京都市中京区烏丸通二条下ル 

秋野々町５２９番地ヒロセビル４階 

電 話 ０７５－２１１－５９２０ 

ＦＡＸ ０７５－７４６―５２０７ 

（担当）理事・事務局長 長野浩三（弁護士） 

 

 当ＮＰＯ法人は，消費者の権利擁護を目的として，消費者，消費者団体，消費生活相

談員，学者，司法書士及び弁護士らで構成し，２００７年１２月２５日に消費者契約法

１３条の内閣総理大臣の認定を受けた適格消費者団体です。 

 当ＮＰＯ法人は，貴社に対し，消費者契約法４１条１項の請求として本差止請求書を

差し出します（従って，本書が貴社に到達すべき時期から１週間を経過した後には，景

品表示法３０条１項１号の定める差止請求に係る訴えを提起することができます。）。 

 本差止請求に対する貴社の対応を本書到達後１週間以内に書面をもって当ＮＰＯ法

人宛連絡下さい。回答の有無及び内容は公表することがあります。 

  

  



（請求の要旨） 

１ 当ＮＰＯ法人は，貴社に対し，下記対象となる表示記載の表示を行うことの停止を

請求する。 

２ 当ＮＰＯ法人は，貴社に対し，第三者をして，下記対象となる表示記載の表示を行

わせることの停止を請求する。 

 

（表示媒体） 

 ウェブサイト（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｈ２ｈ２ｏ．ｎｅｔ／） 

（対象となる商品） 

 「高濃度水素水」（水素水） 

（対象となる表示） 

 水素水が，「水素水は、身体をサビつかせ老化を進行させる「悪玉活性酸素」をとり

除く効果・効能があることが分かっています。「悪玉活性酸素」によって細胞が酸化さ

れ傷つくと、糖尿病や高血圧、メタボリックシンドロームなどの生活習慣病や、シミ・

シワ、内臓の老化などの原因になるのですが、水素を体に多く取り入れることで、悪玉

活性酸素を無害な水に変える効果・効能があると注目されています」「癌や認知症など

の疾患にも効果・効能が認めれる論文なども数多く発表されており、更に研究が進めら

れています。」等，水素水に医薬品的効能，効果があるかのように謳う表示。 

 

（紛争の要点） 

 １ 医薬品的効能，効果があるかのような表示 

（１）「水素水ガイド」なるウェブサイト（以下「本件ウェブサイト」という。ＵＲＬ

は，ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｈ２ｈ２ｏ．ｎｅｔ／）上では，貴社対象商品が紹

介されている。 

（２）本件ウェブサイト上には，水素水の効能，効果を示した上記対象となる表示が

存在する。これは，貴社対象商品に人の疾病を治療又は予防する効能，効果があ

ることを明示ないし暗示するものであり，一般の消費者に対し，上記対象となる

商品が医薬品であるとの誤認を引き起こすおそれがあり，医薬品的な効能，効果

があると表示するものである。 

（３）他方，貴社の販売する上記対象商品は，医薬品，医療機器等の品質，有効性及

び安全性の確保等に関する法律（以下，「薬機法」という。）上義務付けられてい

る厚生労働大臣の医薬品としての承認を受けていない。 



（４）したがって，本件対象となる表示は，医薬品としての承認を受けていない上記

対象商品につき，医薬品的な効果効能があることを表示するものであり，一般の

消費者に対し，対象商品があたかも国により厳格に審査され承認を受けて製造販

売されている医薬品であるとの誤認を引き起こすおそれがある。 

（５）よって，本件ウェブサイトの表示は，対象となる商品が，あたかも，薬機法上

の承認を受けているかのように示す点で，「商品…の品質…について，実際のもの

…よりも取引の相手方に著しく優良」（景品表示法３０条１項１号）という要件に

該当する。 

２ 対象商品が，あたかも人体に対し医薬品的効能，効果があるかのように示してい

ること 

国立健康・栄養研究所の「健康食品」の素材情報データベースによると，水素水

は，「俗に，『活性酸素を除去する』『がんを予防する』『ダイエット効果がある』な

どと言われているが，ヒトでの有効性について信頼できる十分なデータが見当たら

ない。」とされている。他方，本件ウェブサイトの表示は，上記対象商品に，実際に

は確認されていない医薬品的効能，効果があるかのように謳うものである。 

よって，「商品・・・の品質・・・について，実際のもの・・・よりも著しく優良

であると誤認される表示をすること」（景品表示法３０条１項１号）という要件に該

当する。 

３ 表示の主体 

（１）アフィリエイターの行った表示の主体 

平成２８年６月３０日付けで消費者庁が公表した「健康食品に関する景品表示法

及び健康増進法上の留意事項について」では，アフィリエイターの行った表示（広

告）について，表示内容の決定に関与（決定を委ねている場合も含む）している広

告主は景品表示法の「表示」の主体であるとの見解をとっている。 

本件において，貴社と本件ウェブサイト運営者との間には広告掲載についての委

任契約ないし準委任契約等が存在すると考えられ，貴社が表示内容の決定に関与し

ていると考えられる。したがって，本件ウェブサイト運営者による本件表示の主体

は，貴社である。 

 （２）ただし，本件ウェブサイトは，アフィリエイト業者によるものであるので，当

ＮＰＯ法人は，貴社に対し，第三者をして請求の要旨記載の表示をさせてはならな

いことをも併せて請求する。 

 ４ よって，以上のとおり，当法人は，貴社に対し，上記景品表示法違反の表示につ



き，景品表示法３０条１項１号に基づき，その停止及び第三者をして同表示を行わ

せることの停止を請求する。 

 

（訴えを提起する予定の裁判所）京都地方裁判所 


